
令和7年2月6日

 山梨県総務部財政課

山梨県財政の中期見通し



◎基本的事項

＜推計期間及び推計方法＞

◎

◎

《歳入》
○ ：

○ ： (地方交付税+臨時財政対策債)

①

②

○ ：

、
○ ：

《歳出》
○ ：

○ ：

○ ： 過去の伸び率を参考に推計

○ ： ①

②

○ ：

○ ：

公共事業費は、令和７年度予算額と同額で推計

県単独公共事業費は、令和７年度予算額と同額で推計

職員給は令和７年度予算額をベースに、少人数教育の推進に必
要な経費を反映し推計。退職手当は、退職者数見込みに基づき
推計、その他は令和７年度予算額と同額で推計

そ の 他 社会保障関係費は、厚生労働省の試算による伸び率などを参考
に推計

実 質 交 付 税

国 庫 支 出 金

臨時財政対策債は、近年の発行額等に基づき推計

施設整備事業費

県 債

公共施設の長寿命化改修など当面予定される事業に基づき推計

公共事業費、施設整備事業費等の歳出額に基づき推計

発行済みの県債の元利償還金に新規発行県債の元利償還金を加
算（利率2.0%で推計）

公共事業費等

公共事業費、施設整備事業費等の歳出額に基づき推計

令和７年度見込額をベースに、交付税の精算等を反映し推
計

扶 助 費

人 件 費

公 債 費

令和７年度一般会計当初予算をベースに、令和11年度までの５年間の財政収
支の見通しを推計しました。

県税及び実質交付税（地方交付税+臨時財政対策債）をはじめ各年度の数値
は、今後の経済情勢、国の地方財政対策等により変動します。

実 質 県 税 令和７年度予算額と同額で推計
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１．概要

＜推計結果の概要＞

○

○

○

○

○

※1：公債費

　　

※2：臨時財政対策債

※3：主要基金

社会保障関係費は、高齢化の進展に伴う介護保険関係経費、高齢者医療費
の増加などにより、今後も増加していく見通しです。

公債費(※1)は、通常の県債、国の地方財政対策により発行した臨時財政
対策債(※2)ともに、推計期間の後半から増加に転じる見通しです。

人件費は、職員の定年の段階的な引き上げに伴う定年退職者数の増減によ
り退職手当の変動があるものの、定員適正化計画策定時（平成19年度）と
比較し、低い水準で推移していく見通しです。

臨時財政対策債等を含めた県全体の県債・債務保証等の残高は、今後も減
少していく見通しです。

特定の目的のために積み立てた資金のうち、財政調整基金、県債管理基金、公共施
設整備等事業基金をいう

地方一般財源の不足に対処するため、地方交付税の代替財源として、地方公共団体
に発行が認められる特例地方債(後年度、元利償還金の全額が交付税措置)

県債の元利償還に要する経費

この主要基金については、執行段階での節減努力等により、取り崩しを一
部回避できるものの、基金残高は漸次減少していく見通しです。

推計の結果、毎年度、相当の財源不足が生じる見通しであり、予算編成に
当たっては主要基金(※3)を取り崩して財源不足を解消せざるを得ない状
況です。
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山梨県財政の中期見通し（令和７年２月６日）

７年度

当初予算額 見込額 伸び率 見込額 伸び率 見込額 伸び率 見込額 伸び率

実質県税 1,226 1,226 0.0 1,226 0.0 1,226 0.0 1,226 0.0

1,370 1,374 0.3 1,383 0.7 1,383 0.0 1,383 0.0

　 うち臨時財政対策債 0 8 - 8 0.0 8 0.0 8 0.0

国庫支出金 476 469 ▲ 1.5 470 0.2 481 2.3 469 ▲ 2.5

県債 445 449 0.9 459 2.2 459 0.0 457 ▲ 0.4

その他の歳入 1,513 1,518 0.3 1,513 ▲ 0.3 1,524 0.7 1,513 ▲ 0.7

計　Ａ 5,030 5,036 0.1 5,051 0.3 5,073 0.4 5,048 ▲ 0.5

７年度

当初予算額 見込額 伸び率 見込額 伸び率 見込額 伸び率 見込額 伸び率

義務的経費 1,962 1,925 ▲ 1.9 1,905 ▲ 1.0 1,952 2.5 1,947 ▲ 0.3

人件費 1,174 1,187 1.1 1,159 ▲ 2.4 1,182 2.0 1,155 ▲ 2.3

　　うち職員給  ※1 860 864 0.5 864 0.0 864 0.0 864 0.0

　　うち退職手当 84 93 10.7 65 ▲ 30.1 88 35.4 61 ▲ 30.7

公債費 700 648 ▲ 7.4 654 0.9 676 3.4 697 3.1

扶助費 88 90 2.3 92 2.2 94 2.2 95 1.1

投資的経費 832 833 0.1 847 1.7 833 ▲ 1.7 824 ▲ 1.1

うち公共事業費 358 358 0.0 358 0.0 358 0.0 358 0.0

うち県単独公共事業費 269 269 0.0 269 0.0 269 0.0 269 0.0

うち施設整備事業費 116 116 0.0 130 12.1 116 ▲ 10.8 108 ▲ 6.9

補助費 1,178 1,200 1.9 1,200 0.0 1,215 1.3 1,207 ▲ 0.7

その他の歳出 1,143 1,143 0.0 1,154 1.0 1,143 ▲ 1.0 1,155 1.0

計　B 5,115 5,101 ▲ 0.3 5,106 0.1 5,143 0.7 5,133 ▲ 0.2

※1  地方公務員共済組合負担金を除く。

財源不足額　Ｃ＝A－B  ※2 ▲ 85 ▲ 65 ▲ 23.5 ▲ 55 ▲ 15.4 ▲ 70 27.3 ▲ 85 21.4

※2　令和７年度歳入予算額は、基金繰入金85億円を除いている。

執行段階節減努力等　※3 50 50 50 50 50

最終基金取崩し見込み ▲ 35 ▲ 15 ▲ 5 ▲ 20 ▲ 35

主要基金残高　※4 674 659 ▲ 2.2 654 ▲ 0.8 634 ▲ 3.1 599 ▲ 5.5

県全体の債務残高見込み ※5 9,179 9,036 ▲ 1.6 8,910 ▲ 1.4 8,783 ▲ 1.4 8,648 ▲ 1.5

6,759 6,774 0.2 6,806 0.5 6,836 0.4 6,857 0.3

※5　臨時財政対策債等を含めた県全体の県債・債務保証等の残高

※6　臨時財政対策債等を除いた県全体の県債・債務保証等の残高

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度

経常収支比率 88.7 90.7 91.7 91.0 90.4 92.2 92.5

11.2 10.6 10.0 9.2 8.9 8.8 9.5

※　令和５年度は決算数値。令和６年度以降は、予算額及び予算見込額であくまでも参考数値として仮計算したものである。

８年度 ９年度 10年度

（単位：億円、％）

11年度

11年度

（参考）主要財政指標

※3　執行段階での経費節減分50億円を見込む。
※4　財政調整基金、県債管理基金(満期一括償還地方債の償還財源として積み立てた額を除く）、公共施設整備等事業基金の残高の合計

歳

出

通常の県債・債務保証等残高
見込み　※6

実質公債費比率

歳

入

８年度 ９年度 10年度

実質交付税
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２．主要基金の残高の推移と見通し(令和元年度～令和11年度)

#

○予算編成に当たっては、毎年、多額の財源不足が生じ、主要基金の取り崩しを余儀な

くされてきました。

○令和７年度以降は、社会保障関係費などの増加に伴い、55～85億円の財源不足が見込

まれる結果となりました。執行段階での節減努力等により､取り崩しを一部回避できる

ものの、基金残高は漸次減少していく見通しです。

主要基金残高の推移と見通し

400

500

600

700

R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

最終取崩額（財源対策分）

年度末基金残高

億円

（単位：億円）

※主  要  基  金＝財政調整基金、県債管理基金(満期一括償還の地方債に係る償還財源分を除く)、公共施設整備等事業基金

※財 源 不 足 額＝当初予算編成時に不足した財源を主要基金から繰り入れた額

※最 終 取 崩 額＝上記財源不足額のうち、実際に取り崩しを行った額（令和6年度以降は見込み額）

※年度末基金残高＝主要基金の残高の合計。令和6年度までは運用益その他の積立金を反映させた額

　　　　　　　　　令和7年度以降は運用益その他の積立金を反映させていない。

R10

70

20

634

R7 R8

85 65

35 15

674 659

R11

85

35

599

R9

55

5

654

最終取崩額（財源対策分）

財源不足額

年度末基金残高 507

R元

155

60

672

R3

145

0

R2

140

R6

105

9

709

10

497

R4

100

0

673

R5

70

0

691

Ｒ元
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３．県全体の債務残高の推移と見通し(令和元年度～令和11年度)

877

59

※R元からR5は決算額、R6以降は年度末見込額。

○将来にわたって質の高い県民サービスを提供していくためには、健全で持続可能な財

政運営を確保していく必要があることから、これまで、通常の県債等残高の計画的な

削減に取り組んできました。

○令和６年度については、時限的で、有利な交付税措置のある県債を積極的に活用し、

国の「防災･減災､国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく公共事業、県単独

公共事業等を最大限実施した結果、令和６年度末の県債等残高は、前年度末に比べて

133億円増となる6,643億円となる見通しです。

※令和8年度以降の臨時財政対策債の発行額は、近年の発行額等に基づき8億円で推計

その他通常の県債の発行額については、

①公共事業費等・・・公共事業費、県単独公共事業費は、令和７年度予算と同額で推計

②施設整備事業費・・公共施設の長寿命化改修など当面予定される事業に基づき推計

※県債等残高・・・・・・臨時財政対策債等を除いた普通会計の県債に、企業債、出資法人に対する債務保証等の残高を含めた債務

※県全体の債務残高・・・臨時財政対策債等を含めた県全体の県債・債務保証等の残高

県全体の債務残高の推移と見通し

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

臨時財政対策債等
出資法人債務保証等
企業債
通常の県債（普通会計）

億円

Ｒ元

通常の県債・債務保

証等残高

臨時財政対策債等

の残高

（単位：億円）

区　　　　　分 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

通常の県債（普通会計） 5,908 5,995 5,998 6,062 6,118 6,279 6,419 6,465 6,527 6,588 6,639

うち一般会計 5,760 5,846 5,847 5,908 5,962 6,116 6,252 6,296 6,363 6,425 6,473

企業債 361 334 307 281 257 233 212 185 158 135 112

出資法人債務保証等 161 153 148 141 135 131 128 124 121 113 106

通常の県債・債務保証等残高 6,430 6,482 6,453 6,484 6,510 6,643 6,759 6,774 6,806 6,836 6,857

臨時財政対策債等 3,490 3,409 3,354 3,111 2,854 2,607 2,420 2,262 2,104 1,947 1,791

合       計 9,920 9,891 9,807 9,595 9,364 9,250 9,179 9,036 8,910 8,783 8,648

○また、総合計画（令和５年度策定）においては、後年度の地方交付税措置を加味し

た「実質的な県負担を伴う県債等残高」の抑制を図ることを目標としており、令和

６年度末の残高は4,728億円、令和７年度末の残高は4,747億円となる見通しです。

※実質的な県負担を伴う県債等残高・・・県債残高などから後年度地方交付税により措置される額などを控除した額

（将来負担比率の考え方をもとに算出）

（単位：億円）
R元実績 R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6見込 R7見込

5,025 5,053 4,969 4,904 4,856 4,728 4,747
一般分 4,993 4,831 4,687 4,559 4,326 4,324
防災・減災、県土強靱化のための
対策事業等分 60 138 217 297 402 423

区分

実質的県負担県債等残高
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４．人件費の推移と見通し(平成19年度～令和11年度)

#

○簡素で効率的な執行体制を確立するため、定員適正化計画(平成19年度策定)等により

職員数の純減を行い、人件費の更なる抑制を図ってきました。

○R6.4.1時点の総職員数については、H19.4.1から2,385人減少し、令和６年度の人件費

は一般会計予算ベースで平成19年度と比較して143億円減となりました。

○人件費については、退職手当について職員の定年の段階的な引き上げのため、２年に
一度、定年退職者が生じないこと等による変動があるものの、定員適正化計画に基づ
く職員数の削減効果等により、平成19年度と比較して130億円程度低い水準で推移して
いく見通しです。

年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
R6年度
(R6.4.1)

総職員数：人 14,991 14,746 14,548 13,505 13,337 13,277 13,198 13,195 13,125 13,043 12,962 12,951 12,856 12,760 12,791 12,809 12,707 12,606

純減数
（　）は累計

－ 
△245

（△245）
△198

（△443）
△1,043

（△1,486）
△168

（△1,654）
△60

（△1,714）
△79

（△1,793）
△3

（△1,796）
△70

（△1,866）
△82

（△1,948）
△81

（△2,029）
△11

（△2,040）
△95

（△2,135）
△96

（△2,231）
＋31

（△2,200）
＋18

（△2,182）
△102

（△2,284）
△101

（△2,385）

削減率：％
（H19.4.1比）

－ △ 1.6 △ 3.0 △ 9.9 △ 11.0 △ 11.4 △ 12.0 △ 12.0 △ 12.4 △ 13.0 △ 13.5 △ 13.6 △ 14.2 △ 14.9 △ 14.7 △ 14.6 △ 15.2 △ 15.9
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５．公債費の推移と見通し(令和元年度～令和11年度)

59

＜推計方法＞
　発行済みの県債の元利償還金に、今後新たに発行する県債の元利償還金推計額を加算

＜前提条件＞
　設定利率：2.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

通常債 臨財債等

億円

（単位：億円）

R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

通常債 502 487 474 453 467 479 496 470 472 492 510

臨財債等 260 257 258 255 267 263 204 178 182 184 187

公債費計 762 744 732 708 734 742 700 648 654 676 697

Ｒ元

○公債費は、県債等残高の削減に努めてきましたが、借入想定利率の上昇に加え、近

年実施している防災･減災､県土強靱化に資する公共事業等で発行した県債の償還が

本格化すること、過去に実施した償還年限の切り替え（20年→30年）が完了すること

から、推計期間後半には増加に転じる見通しです。

○推計期間最終年度の令和11年度には、697億円と見込まれ、令和７年度に比べ、３億

円程度減少する見込みです。

公債費の推移と見通し

-7-



６．主な社会保障関係費の推移と見通し(令和元年度～令和11年度)

59

※社会保障関係費は厚生労働省の試算による伸び率などを参考に推計

○社会保障関係費については、①乳幼児・重度心身・ひとり親家庭医療費関係経費、
②介護保険関係経費、③高齢者医療費について推計を行いました。

○高齢化の進展などにより、介護保険関係経費、高齢者医療費が大幅に増加するこ
とから、推計期間最終年度の令和11年度には、令和７年度と比べ、26億円程度増
加する見込みです。

主な社会保障関係費の推移と見通し

0

50

100

150

200

250

300

R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

乳幼児等医療

介護保険

高齢者医療

Ｒ元

億円

（単位：億円）

R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11
乳幼児等医療 23 21 22 22 23 23 22 22 22 22 21
介護保険 105 106 108 111 112 112 113 114 116 117 119
高齢者医療 96 95 98 100 105 110 116 122 126 132 137

合計 224 222 228 233 240 245 251 258 264 271 277
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